企業設立の簡便化及び業務上の連絡に於ける信頼性の増加のための
パートナーシップ・会社に関する民商法典の改正
―――――――――――――――
パートナーシップ・会社に関し民商法典が改正され、2008年7月1日より施行される。改正の主要点は、事業家が簡便さと迅速さを享受出来ることで、企業設立手続きの簡素化及び業務上の連絡に於ける信頼性の増加にある。
改正の要点は次の通り：
1． 業務手続の簡便化と迅速化

1.1　会社設立の発起人数が７人から3人に減った。そして、基本定款〈設立趣意書〉と会社設立の登記が同日に出来るようになった。（従来は別々で、先ず基本定款の登記をしてから、創立総会の案内状をその７日以前に出し、創立総会の後、会社設立の登記申請が可能となった）
1.2　普通パートナーシップ及び有限パートナーシップの資格を、従来の名前を使用して、非公開会社に変更することが出来るようになった。（従来、会社に変更する場合は、パートナーシップの抹消登記をしてから、新たに会社設立の登記を行わねばならなかった。そして、パートナーシップの従来の名前を会社設立に使用することは出来なかった）
1.3　従来は法で定められた特別決議のための株主総会は２度開かねばならなかったが、１度の株主総会に改正された。

1.4　減資及び合併が必要な場合の新聞広告は、従来の７回から１回に減らされ、債権者の異議申立て期間も短縮された。更に、法律が定めるその他の件の新聞広告も、全て従来の２回から1回に減らされた。
1.5　印刷写しの基本定款と通常定款の登記官への提出が取消された。
２．投資及び業務上の連絡に於ける信頼性の増加
　　2.1　非公開会社が設立後、株主総会を招集する場合、最低1度新聞に広告し、且つ郵便で通知しなければならなくなった。これは株主の便宜のための手段である。（従来、総会招集はどちらか一つの方法で良かった）
　　2.2  登記官が法人格のパートナーシップの名前を、登記簿から抹消する権限を持つことが規定された。（従来は、非公開会社に対してのみであった）
　　2.3  登記簿から抹消されたパートナーシップ及び会社は法人格を失い、以降自己の資産債務を整理する清算人を任命することは出来ない。但し、登記簿から名前が抹消された日から10年以内に、登記官が登記を復活するよう法廷に訴えることが出来るように規定された。
　　上記の法律改正により、パートナーシップ・会社の事業家及び登記官の権利、義務及び責任に影響が出る。従って、関係者は正しく知って実施する必要がある。さもないと、種々の登記申請に問題が生ずる結果となる。

　　上記のパートナーシップ・会社に関する法改正は、1927年以来約79年の長きに使用されてきた実務手続きの変更である。これは、タイ国内での企業設立と運営を容易にし、業務上連絡の資料に信頼性を持たせるたる結果となる。従って、商務開発局に対し関係者にＰＲし知らしめるよう指示した。これには、事業家、コンサルタント及び登記官へのセミナーも含まれる。法律が施行される以前に中央及び地方共々実施をお願いする。
